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（対象建設工事） 

第１条 本要領の適用対象は、土木部が競争入札により発注する１件の請負に付する額が１億

５，０００万円以上の工事並びに総合評価方式を適用する工事とする。 

 

（調査基準価格の設定） 

第２条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１項、第１６７条

の１０の２第２項及び茨城県財務規則（平成５年茨城県規則第１５号）第１４７条第２項に

規定する、相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者により当該契約の内

容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の基準は、その者の

入札金額(消費税及び地方消費税を含む額)が、本条各号により算定した割合を予定価格(消

費税及び地方消費税を除く額)に乗じて得た額（ただし、その割合が１０分の７．５の場合

にあっては、１万円未満を切上げとし、それ以外の場合にあっては１万円未満を切捨てとす

る。）に１００分の１１０を乗じて得た額（以下「調査基準価格」という。）を下回った場

合とする。 

（１）予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計（１万円未満切捨て）に、１００分

の１１０を乗じて得た額を予定価格で除して得た割合とする。ただし、その割合が１０分

の９．２を超える場合にあっては１０分の９．２とし、１０分の７．５に満たない場合に

あっては１０分の７．５とする。 

① 直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額 

② 共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

③ 現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

④ 一般管理費の額（契約保証費を含む。）に１０分の６．８を乗じて得た額 

（２）建築工事にあっては、前号の①及び③を次に掲げる額とする。 

① 直接工事費相当額（直接工事費に１０分の９を乗じて得た額）に１０分の９．７を乗

じて得た額 

③ 現場管理費相当額（現場管理費に直接工事費の１０分の１を加えた額）に１０分の９

を乗じて得た額 



（３）昇降機設備工事その他の製造部門を持つ専門工事業者を対象とした工事にあっては、

第１号の①及び③を次に掲げる額とする。 

① 直接工事費相当額（直接工事費に１０分の８を乗じて得た額）に１０分の９．７を乗

じて得た額 

③ 現場管理費相当額（現場管理費に直接工事費の１０分の２を加えた額）に１０分の９

を乗じて得た額 

（４）特別なものについては、前３号の算定方法にかかわらず１０分の７．５から１０分の

９．２の範囲内で適宜の割合とする。 

 

（予定価格表への記載） 

第３条 前条により調査基準価格を確定し、具体的金額を、茨城県建設工事施工等の手続及び

監督規程（平成８年茨城県訓令第２３号）（以下「監督規程」という。）に基づく予定価格

表の「調査基準価格」の欄に記載し、さらに、当該調査価格に１１０分の１００を乗じて得

た金額を「入札書比較価格」の欄に記載する。 

 

（入札参加者への周知） 

第４条 本制度の円滑な運用を図るため、入札価格によっては最低価格入札者（総合評価適用

工事に関する入札においては、最高評価値となった入札者）であっても必ずしも落札者とな

らない場合がある旨、周知させるものとする。 

 

（入札の執行） 

第５条 入札の結果、いずれかの入札者（事前審査方式の総合評価適用工事に関する入札にお

いては、最高評価値となった入札者に限る。）が調査基準価格を下回る入札をした者（以下、

「低入札者」という。）である場合には、入札執行者は、全ての入札者に対して「低入札調

査基準価格を下回ったため保留」と宣言し、地方自治法施行令の規定により落札者は後日決

定する旨を告げて、入札を保留とする。 

また、入札執行者は、監督規程に基づく入札書取書に「低入札調査基準価格を下回ったた

め保留」と記入する。 

 

（調査の実施） 

第６条 入札を執行する主管課長又は出先機関の長（以下「主管課長等」という。）は、前条

の規定により入札を保留としたときは、低入札者の入札内容が、「契約の内容に適合した履

行がされないおそれがあると認められる場合」に該当するかどうかに関する判断基準におけ

る数値的判断基準（以下単に「数値的判断基準」という。）に該当するか否かを確認し、数

値的判断基準に該当した者については調査を終了し、数値的判断基準に該当しなかった者に

ついては、低入札調査表等の提出について（様式第１－１号）を通知することにより、低入

札調査表（様式第２号。当該様式に記載された添付資料（様式第２－１号から様式第２－１

１号及び事業報告書等）を含む。）又は低入札価格調査辞退届出（様式第１－２号）の提出

を求めるものとする。 

２ 主管課長等は、数値的判断基準に該当しなかった者については、次に掲げるところにより

調査を行うものとする。 

（１）低入札者から低入札調査表が提出されたときは、次の①～⑮に掲げる事項について、

事情聴取、関係機関への照会等の方法により調査を行う。なお、低入札者が複数あったと

きは、最低価格入札者（総合評価適用工事に関する入札においては、最高評価値となった

入札者）から順に調査を行うことを基本とするが、必要に応じ、これらの低入札者に対し、

並行して調査を実施すること（以下「並行調査」という。）ができるものとする。 

① その価格で入札した理由（様式第２号） 

② 低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号） 



③ 手持ち工事の状況（様式第２－２号） 

④ 手持ち資材の状況（様式第２－３号） 

⑤ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号）  

⑥ 手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号）  

⑦ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号） 

⑧ 安全対策の計画（様式第２－７号） 

⑨ 技術者等の配置計画（様式第２－８号） 

⑩ 過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号） 

⑪ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号） 

⑫ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号） 

⑬ 事業報告書等 

⑭ 信用状態  

⑮ その他の必要な事項  

（２） 前号の規定による調査の結果、より詳細な調査が必要と認めるときは、次の①～④

に掲げる書類のうち必要と判断したものの提出を追加で求めることが出来る。 

① 一位代価表（様式第２－１３号） 

② 共通仮設費の内訳書（様式第２－１４号） 

③ 現場管理費の内訳書（様式第２－１５号） 

④ 一般管理費の内訳書（様式第２－１６号） 

 （３）低入札者から低入札価格調査辞退届出が提出された場合又は低入札調査表及び低入札

価格調査辞退届出のいずれかの提出がなかった場合は、調査を終了するものとする。 

３ 低入札調査表及び前項第２号に規定する①～④に掲げる書類（以下、まとめて「各種調査

表」という。）については、その提出後における差し替え又は追加提出は認めない。ただし、

調査の過程において主管課長等が必要と認めた場合は、原則１回に限り追加提出を認めるも

のとする。 

４ 第１項の「契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場

合」に該当するかどうかに関する判断基準は、別に定める。 

５ 第２項の調査において、各種調査表から低入札者が数値的判断基準に該当すると確認した

場合は、当該調査を終了する。 

 

（調査後の措置） 

第７条 主管課長等は、前条第２項の規定により調査を実施したとき（前条第１項又は前条第

５項の規定により低入札者が数値的判断基準に該当することを確認して調査を終了した場合

を除く）は、調査結果について、審査委員会に対し、「低入札価格審査委員会での審査につ

いて」（様式第７号）に「低入札価格調査結果表」（様式第４号）及びその他審査に必要な

資料を付して、審査を求めるものとする。 

２ 主管課長等は、前項の審査委員会の審査を経たとき若しくは前条第１項又は前条第５項の

規定により低入札者が数値的判断基準に該当することを確認して調査を終了したときは、別

に定める入札委員会（以下「入札委員会」という。）に対し、「低入札価格調査対象業者

（非）落札決定伺い」（様式第９号）に「低入札価格調査結果表」（様式第４号）及び「低

入札価格審査委員会での審査結果について」（様式第８号）及びその他審査に必要な資料を

付して、審査を求めるものとする。 

３ 審査委員会は、第１項の審査の結果について、「低入札価格審査委員会での審査結果につ

いて」（様式第８号）により、入札委員会に対し意見を表示するものとする。 

４ 主管課長等は、審査委員会及び入札委員会の審査結果を踏まえ、落札者を決定するものと

する。 

５ 主管課長等が最低価格入札者（総合評価適用工事に関する入札においては、最高評価値と

なった入札者）を落札者としない場合（以下「失格」という。）において、次順位者が低入



札者であった場合には、主管課長等は次順位者に対し「低入札調査表等の提出について」

（様式第１０号）により通知し、前条の調査を行うものとする。ただし、並行調査を行う場

合を除く。 

６ 主管課長等は、落札者を決定したときは、落札者に対し「入札結果通知書」（様式第５

号）により落札者となった旨を通知するとともに、その他の入札者に対し「入札結果通知

書」（様式第６号）により落札者を通知するものとする（電子入札による場合を除く。）。 

なお、失格とした入札がある場合には、その者に対し「入札結果通知書」（様式第１２

号）により失格となった旨を通知するものとする。 

７ 課・所入札委員会所掌の工事に係る調査において、審査委員会と入札委員会の構成員が同

一である場合は、審査委員会に係る手続きを省略することができる。 

８ 主管課長等は、前条第２項の規定により低入札者から低入札価格調査辞退届出が提出され

調査を終了したとき、又は低入札調査表及び低入札価格調査辞退届出のいずれかの提出がな

かったときは、当該低入札者の入札を無効とする。 

 

（調査結果の公表） 

第８条 入札執行者は、落札者が決定したときは、速やかに、出先機関又は茨城県公共事業情

報センターにおいて閲覧に供している入札書取書の写しに、低入札者の入札の結果を、「落

札」、「失格」又は「無効」の区分により記入する。 

２ 主管課長等は、落札者を決定したときは速やかに前条第２項の規定により入札委員会の審

査を求めた低入札者につき「低入札調査結果」（様式第３号）を作成し、公表するものとす

る。 

 

（施工体制の点検） 

第９条 調査を実施した工事において、履行可能と判断し契約した工事については、施工体制

の点検を強化するものとする。 

２ 調査基準価格を下回る価格で入札を行った者と契約を締結した場合は、各種調査表の写し

を監督員に引き継ぐものとする。 

 

  付 則 

この要領は、平成 ８年 ４月１日から適用する。 

  付 則 

この要領は、平成１０年１０月１日から適用する。 

 付 則 

１ この要領は、平成１０年１２月１０日から適用する。ただし、様式２及び様式８について

は、平成１１年４月１日から適用する。 

２ 第２条第１項において、建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を含むも

のとする。ただし、住宅課発注の屋外整備工事は含まない。 

 付 則 

この要領は、平成１８年４月１日から適用する。 

 付 則 

１ この要領は、平成２０年８月１日から適用する。 

２ 第２条第１項第２号において、建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２２年８月１日から適用する。 

２ 第２条第１項第２号において、建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２３年２月１日以降に公告又は指名通知する工事に適用する。 



２ 第２条第１項第２号において、建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２３年１０月１日以降に公告又は指名通知する工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号において、建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２５年６月１日以降に公告又は指名通知する工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号において、建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２６年２月２０日以降に公告する工事に適用する。ただし、第２条にお

ける「１００分の１０８」及び第３条における「１０８分の１００」について、消費税及び

地方消費税の税率を５％として当初契約する工事においてはそれぞれ「１００分の１０５」、

「１０５分の１００」と読み替える。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を含

むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２８年４月１日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を含

むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成２９年４月１日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を含

むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、平成３０年７月１２日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を含

むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、令和 元年７月１日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。ただ

し、第２条における「１００分の１１０」及び第３条における「１１０分の１００」につい

て、消費税及び地方消費税の税率を８％として当初契約する工事においてはそれぞれ「１０

０分の１０８」、「１０８分の１００」と読み替える。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を含

むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、令和２年１月１日以降に起工決議を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、令和３年４月１日以降に起工決議を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 

１ この要領は、令和４年４月１日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 付 則 



１ この要領は、令和６年４月１日以降に公告又は指名の通知を行う工事に適用する。 

２ 第２条第１項第２号における建築工事には、電気設備工事、機械設備工事、外構工事を

含むものとする。 

 

  



様式第１－１号 
第   号 
年 月 日 

 
         殿 
 
 

茨城県〇〇部（局）〇〇課長  印 
 

低入札調査表等の提出について 
 

   年 月 日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた〇
〇〇〇〇工事について、貴社の入札した入札価格が、調査基準価格を下回って
いますので、下記により書類を作成し、 年 月 日までに提出して下さい。 
 

記 
 
１ 提出資料 
 下記（１）、（２）のいずれかの書類を提出して下さい。 
（１）低入札調査表（様式第２号）及び当該様式に示す以下の添付資料 

ア  低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号） 

イ 手持ち工事の状況（様式第２－２号） 

ウ 手持ち資材の状況（様式第２－３号） 

エ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

オ  手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号） 

カ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号） 

キ  安全対策の計画（様式第２－７号） 

ク 技術者等の配置計画（様式第２－８号） 

ケ  過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号） 

コ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号） 

サ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号） 

シ 事業報告書等（最新の事業報告書の写し） 

その他特別な理由により、市場価格より低い価格で当該工事が施工できる理由 

 

 （２）低入札価格調査辞退届出（様式第１－２号） 
 
２ 留意事項 
 （１）低入札調査表を提出した場合 
   後日、事情聴取を行います。事情聴取の日時、場所等は別途お知らせし

ます。 
 （２）低入札価格調査辞退届出を提出した場合 
   低入札価格調査を終了します（入札は無効となります。）。 
   なお、本届出の提出により無効となった場合でも、不利益な取り扱いを

受けることはありません。 
 
 

 
 
 



様式第１－２号 

 

 

 

低入札価格調査辞退届出 

 

 

     殿 

年 月 日 

 

住    所                       

商号又は名称                       

代 表 者 氏 名                       

 

 

工事名： 

 

 

上記について、  年 月 日付け 第 号にて通知を受けた低入札調査表

等の提出について、低入札調査表を提出しないことを届け出ます。 

この結果、低入札価格調査が中止となり、入札が無効と取扱われることにつ

いても、異存はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件責任者：氏名        連絡先  
担 当 者：氏名        連絡先  



様式第２号 

 

低 入 札 調 査 表 
 

 入札者 所在地         

 

代表者         

工事番号  工 事 名  

工事場所  入札価格                        円 

１ その価格で入札した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 工事の施工にあたって、その価格で実施可能であることについて記入すること。 

２ 特に工事の品質、下請契約、労働条件、安全対策の適正確保の事項についても記載する

こと。  

 ３ 以下の資料を全て添付すること 

ア  低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号） 

イ 手持ち工事の状況（様式第２－２号） 

ウ 手持ち資材の状況（様式第２－３号） 

エ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

オ  手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号） 

カ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号） 

キ  安全対策の計画（様式第２－７号） 

ク 技術者等の配置計画（様式第２－８号） 

ケ  過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号） 

コ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号） 

サ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号） 

シ 事業報告書等（最新の事業報告書の写し） 

４ ３の資料の他に、特別な理由により、市場価格より低い価格で当該工事が施工できる理

由があればその理由を回答すること。

本件責任者：氏名        連絡先  
担 当 者：氏名        連絡先  



様式第２－１号 
低入札価格調査用工事費内訳書 
 
 
 
 

工  事  名   
 
 
 

許 可 行 政庁 名   
 
 

工 事 番 号  許 可 番 号  
工     種  格     付  
工 事 場 所  

会社名・番号 

元請負人：１ 下請負人：２ 下請負人：３ 

 
 
 
 
 
 
 
 

   

建設業許可番号を入力→   

許可番号が無い場合は電話番号を入力→   

配置技術者相当職の年収（円） 

元請負人：１  
現場代理人相当職 主任技術者相当職 下請負人：２ 下請負人：３ 

    

所要工期（日間） 
元請負人：１ 下請負人：２ 下請負人：３ 

            日間         日間         日間 

 
工事区分・工種・種別・細別・規格 数 量 単 位 金 額（単位：円）    

道路改良       
  道路土工       
    掘削工       
      掘削       
        掘削       
        人力路正面仕上げ       

       

       
直接工事費       
共通仮設費       
 共通仮設費（積上分）       

       

       
 共通仮設費（率計上分）       

       

       

       
純工事費       
 現場管理費       

       

       
       
工事原価       
 一般管理費       
工事価格       
 消費税額及び地方消費税       
工事費計       

※県の設計書に対応した内訳書を作成し、工事区分から規格まで記載すること。 
※「主任技術者相当職」には、監理技術者並びに特定監理技術者及び監理技術者補佐を含み、特例監理技術者及び監理技術者補佐を配置する場合は、特例監理技術者の年収を記載した上、その後

ろに監理技術者補佐の年収を括弧書きで記載すること。 



様 式 第 ２ － ２ 号  

 

手 持 ち 工 事 の 状 況 

 

発  注  者  工  事  名  工  期  金   額  備   考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様 式 第 ２ － ３ 号  

 

手 持ち 資 材 の 状 況 

 

 

品   名  

 

 

規  格 ・ 型  式  

 

 

単 位  

 

 

数 量  

 

棚 卸 金 額  

又 は 今 期  

減価償却額 

 

備  考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １  当 該 工 事 で 使 用 す る 予 定 の 手 持 ち 資 材 に つ い て 記 載 す る こ と 。  

※ ２  本 様 式 に 記 載 し た 手 持 ち 資 材 に つ い て 、 保 管 さ れ て い る 在 庫 品 の 写

真 を 添 付 。 但 し 、 写 真 は 、 場 所 が 特 定 で き る よ う に 、 保 管 場 所 の 全 景 と

在 庫 品 の 全 景 を 撮 影 し た も の 、 さ ら に 工 事 現 場 に 搬 入 さ れ た も の と 同 じ

も の で あ る こ と が 確 認 で き る よ う に 、 製 造 番 号 等 を 識 別 で き る も の を 添

付 す る こ と 。  

 

 

 

 



様 式 第 ２ － ４ 号  

 

資材購入先及び購入先と入札者の関係 

 

品  名  
規 格  

型 式  
数 量  金  額  

購    入    先  

業  者  名  所  在  地  関  係  

 

 

 

 

 

 

千 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  納 入 業 者 の 見 積 書 も 添 付 す る こ と 。  

  



様 式 第 ２ － ５ 号  

 

手 持 機 械 及 び 手 持 設 備 の 状 況 

 

機  械  及  び  

設  備  名  称  
能    力  単 位  数 量  メ ー カ ー 名  

今 期 減 価  

償  却  額  

購  入  

年 月 日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    円   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １  当 該 工 事 で 使 用 予 定 の 手 持 機 及 び 手 持 設 備 に つ い て 記 載 す る こ と 。  

※ ２  機 械 等 の 写 真 （ 当 該 機 械 固 有 の 特 徴 が 分 か る 部 分 （ 固 有 番 号 等 ） 及

び 機 械 全 体 が 分 か る よ う に 撮 影 し た も の ） と 購 入 年 月 日 が 確 認 で き る 書

類 の 写 し を 添 付 。  

 



様 式 第 ２ － ６ 号                               

労 務 者 の 具 体 的 供 給 見 通 し 
（ 会 社 名           ）  

工   種  職   種  

単 価 （ 円 ／ 日 ）  

員  数  備    考  
最 低 額  最 高 額  

 

 

 

 

      円  

 

    円  

 

         

人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １  元 請 負 人 及 び 下 請 人 毎 に 作 成 。  
※ ２  「 員 数 」 の 欄 に は 、 使 用 す る 労 務 者 の 延 べ 人 数 を 記 載 。  
※ ３  当 工 事 に 従 事 予 定 労 務 者 の 日 当 り 賃 金 単 価 に つ い て 、 職 種 毎 に 最 高

額 と 最 低 額 を 記 入 。 な お 、 日 当 り 賃 金 単 価 と は 、 職 種 毎 の １ 日 ８ 時 間 労
働 に 換 算 し た 単 価 を い う 。  

※ ４  職 種 は 、 毎 年 度 国 土 交 通 省 が 発 表 す る 「 公 共 工 事 設 計 労 務 単 価 」 の
う ち 、 必 要 な 職 種 を 記 載 。  

※ ５  該 当 職 種 の 労 働 者 が １ 名 の 場 合 や 全 員 の 日 当 り 賃 金 単 価 が 同 額 で あ
る 場 合 は 、 最 低 額 と 最 高 額 の 両 方 に 同 じ 金 額 を 記 入 。  

※ ６  本 様 式 に 記 載 し た 自 社 労 務 者 が 自 社 社 員 で あ る こ と を 証 明 す る 書 面
及 び 過 去 ３ 月 分 の 支 払 給 与 実 績 等 が 確 認 で き る 給 与 明 細 書 又 は 労 働 基 準
法 第 108 条 の 規 定 に 基 づ く 賃 金 台 帳 の 写 し 等 を 添 付 す る 。  

※ ７  自 社 労 務 者 を 資 格 の 保 有 が 必 要 な 職 種 に 充 て よ う と す る と き は 、 そ
の 者 が 必 要 な 資 格 を 有 し て い る こ と を 証 明 す る 書 面 を 添 付 す る 。  

※ ８  下 請 予 定 業 者 が 使 用 す る 労 務 者 に 係 る 労 務 単 価 の 見 積 額 が 、 合 理 的
か つ 現 実 的 な 金 額 で あ る こ と を 明 ら か に し た 書 面 は 、 様 式 ２ － 11 号 の 添
付 書 類 と し て 提 出 す る 。  

 



様 式 第 ２ － ７ 号  

 

安 全 対 策 の 計 画 

１  安 全 対 策 の 確 保 に つ い て  

 

 

 

 

 

 

２  使 用 予 定 資 機 材  

 

 

 

 

 

 

３  保 安 要 員 等 の 計 画  

 

 

 

 

 

 

４  そ の 他  

 

 

 

 

 

※  当 該 工 事 の 現 場 状 況 に 応 じ た 安 全 対 策 に つ い て 記 載 す る こ と 。  

 

 

 



様 式 第 ２ － ８ 号  

 

技 術 者 等 の 配 置 計 画 

 

区   分  氏    名  資    格  取 得 年 月 日  
免  許  番  号  

交  付  番  号  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １  当 該 工 事 に 配 置 を 予 定 し て い る 「 現 場 代 理 人 」 、 「 監 理 技 術 者 」 、

「 特 例 監 理 技 術 者 」 、 「 監 理 技 術 者 補 佐 」 、 「 主 任 技 術 者 」 等 全 て に つ

い て 記 入 す る こ と 。  

※ ２  本 様 式 に 記 載 し た 技 術 者 等 が 自 社 社 員 で あ る こ と を 証 明 す る 書 面 の

写 し を 添 付 。  

※ ３  記 載 し た 技 術 者 が 必 要 な 資 格 を 有 す る こ と を 証 明 す る 書 面 の 写 し を

添 付 。  

 



様 式 第 ２ － ９ 号  

 

過 去 に 施 工 し た 公 共 工 事 の 成 績 

 

発  注  者  工  事  名  工  期  金 額 （ 千 円 ）  成   績  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様 式 第 ２ － 10 号  

 

建 設 副 産 物 の 搬 出 予 定 の 状 況 

 

建  設  副  産  物  受 け 入 れ 予 定 箇 所  受 け 入 れ 価 格  備 考  

                円   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※ １  当 該 工 事 で 発 生 す る 全 て の 建 設 副 産 物 に つ い て 記 入 す る こ と 。  
※ ２  受 入 れ 予 定 会 社 が 作 成 し た 見 積 書 を 添 付 。  

  



様 式 第 ２ － 11 号  

 

下 請 予 定 業 者 名 及 び 予 定 下 請 金 額 

 

工   種  業  者  名  所  在  地  予 定 下 請 金 額  備  考  

 

 

 

 

 

 

        千 円   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １  下 請 予 定 業 者 に つ い て 全 て 記 入 す る こ と 。  

※ ２  備 考 欄 に は 電 話 番 号 等 を 記 入 す る こ と 。  

※ ３  本 様 式 に 記 載 し た 全 て の 下 請 業 者 に つ い て 、 そ の 作 成 し た 見 積 書

（ 建 設 業 法 （ 昭 和 24 年 法 律 第 100 号 ） 第 20 条 に 基 づ き 、 機 械 経 費 、 労

務 費 、 資 材 費 、 そ の 他 費 用 の 区 分 別 の 経 費 内 訳 を 明 ら か に し た も の ） を

添 付 す る 。  

※ ４  ※ ３ の 見 積 書 に 係 る 労 務 費 に つ い て 、 そ の 下 請 予 定 業 者 が 労 務 者 に

支 払 っ た 給 与 の 実 績 が 確 認 で き る 過 去 ３ 月 分 の 給 与 明 細 書 又 は 労 働 基 準

法 第 108 条 の 規 定 に 基 づ く 賃 金 台 帳 の 写 し 等 を 添 付 す る 。  

  



様 式 第 ３ 号  

 

低 入 札 調 査 結 果 

 

課 （ 所 ）  

 

１  工 事 の 名 称  
 

 

２  場       所  
 

             

３  入 札 日  
 

 

４  最 低 価 格 入 札 者 等  
 

 

５  入 札 価 格  
 

 

６  予 定 価 格  
 

 

７  調 査 基 準 価 格  
 

 

（ 調 査 結 果 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １  入 札 価 格 及 び 予 定 価 格 並 び に 調 査 基 準 価 格 は 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

を 除 く 額 で あ る 。  



様式第４号 

低入札価格調査結果表 
工事番号、工事名 発注課所 

 

 

予定価格                    円 調査基準価格                      円 

調査対象業者 応札額            円 応札率        ％ 開札日  年  月  日 

〔調査実施日〕   年 月 日～   年 月 日 

その価格により入札した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

   特に留意した費目 判 断 事 項 判断 判 断 理 由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１直接工事費 

・ 

・ 

・ 

 

２共通仮設費 

・ 

・ 

 

３現場管理費 

・ 

・ 

４一般管理費 

・ 

・ 

・ 

 

 

1 数値的判断基準への適合 適 

不 適 

 

 

2(1) 各種調査表の全部の提出 適 

不 適 

 

 

2(2) 入札時に提出した工事費内訳書と各種調査表との記載内容

の整合性 

適 

不 適 

 

 

2(3) 企業努力による適正な見積に基づく公正な価格競争の結果

であること 

適 

不 適 

 

 

2(4) 工事の手抜き等による品質の低下、下請へのしわ寄せ、労

働条件の悪化、安全対策の不徹底につながる恐れのないこと 

適 

不 適 

 

 

2(5) 入札金額の積算に係る数量が設計数量を充足 適 

不 適 

 

 

2(6) 入札金額の積算に係る材料･製品の品質･規格が仕様書等に

適合 

適 

不 適 

 

 

2(7) 入札金額の積算上、建設副産物の適正な処理費用の計上 適 

不 適 

 

 

2(8) 関係法令、仕様書、契約条件等の違反なし 適 

不 適 

 

 

2(9) 調査に対する合理的な説明 適 

不 適 

 

 

2(10) 発注者が求めたすべての資料の提出･提示 適 

不 適 

 

 

    判断結果 

 

契約の内容に適合した履行がされないおそれがないこと 

 

適 

不 適 

 

 

 



様 式 第 ５ 号  

第       号  

年   月   日  

 

 

         殿  

 

 

茨 城 県 土 木 部 ○ ○ 課 （ 所 ） 長  

 

 

入  札  結  果  通  知  書  

 

 

   年  月  日 に 入 札 を 執 行 し 開 札 の 結 果 、 落 札 の 決 定 を 保 留 し て い

た 下 記 の 工 事 に つ い て 、 調 査 の 結 果 、    年  月  日 付 け で 貴 殿 に 落 札

決 定 し た の で 、 通 知 し ま す 。  

 

 

                                   記  

 

１  工 事 番 号  

 

 

 

２  工 事 名  

 

 

 

 

 

 

 

  



様 式 第 ６ 号  

第       号  

年   月   日  

 

 

         殿  

 

 

      茨 城 県 土 木 部 ○ ○ 課 （ 所 ） 長  

 

 

                       入  札  結  果  通  知  書  

 

 

   年  月  日 に 入 札 を 執 行 し 開 札 の 結 果 、 落 札 の 決 定 を 保 留 し て い

た 件 に つ い て 、 調 査 の 結 果 、 下 記 の と お り 決 定 し た の で 、 通 知 し ま す 。  

 

 

                                   記  

 

１  工 事 番 号  

 

 

２  工 事 名  

 

 

３  落 札 業 者 名  

 

 

４  落 札 金 額  

 

 

５  落 札 決 定 日  

 

 

 

  



様 式 第 ７ 号  

第       号  

年   月   日  

 

 

 低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 長  殿  

 

 

○ ○ 課 長  

 

 

                  低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 で の 審 査 に つ い て  

 

 

   年  月  日 に 入 札 を 執 行 し た 下 記 の 工 事 に つ い て は 、 調 査 の 結 果 、

契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が さ れ な い お そ れ が あ る と 思 料 さ れ る の で 、 別

紙 の と お り 低 入 札 価 格 調 査 表 を 提 出 し 、 低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 で の 審 査 を

求 め ま す 。  

 

                                   記  

 

１  工 事 番 号  

 

 

２  工 事 名  

 

 

３  調 査 対 象 業 者 名  

 

 



様 式 第 ８ 号  

第       号  

年   月   日  

 

 

 ○ ○ 課 長  殿  

 

 

低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 長  

 

 

                低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 で の 審 査 結 果 に つ い て  

 

 

   年  月  日 付 け  第    号 に よ り 審 査 を 求 め ら れ た 下 記 の 工 事

に 係 る 低 入 札 価 格 審 査 委 員 会 で の 審 査 結 果 は 、 下 記 の と お り で す 。  

 

                                   記  

 

１  工 事 番 号  

 

 

２  工 事 名  

 

 

３  調 査 対 象 業 者 名  

 

 

４  審 査 結 果  

 



様式第９号（土木部用） 

 

低入札価格調査対象業者（非）落札決定伺い 
 

年    月  日      土木部          課 

 

会長 副 会 長 委               員 

土木 

部長 

次長 次長 都市 

局長 

港湾 

振興 

監 

監理 

課長 

 

用地 

課長 

 

検査 

指導 

課長 

道路 

建設 

課長 

道路 

維持 

課長 

河川 

課長 

 

港湾 

課長 

営繕 

課長 

都市 

計画 

課長 

都市 

整備 

課長 

下水 

道課 

長 

建築 

指導 

課長 

住宅 

課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  当該工事の概要 

 

  （１）  工事名 

 

  （２）  工事内容 

 

  （３） 非落札対象業者、設計金額、予定価格、調査基準価格及び入札価格 

 

２  調査の結果、適合した履行がされないおそれがある（ない）と認められる理由 

 

注：（ ）書きについては、必要に応じて削除すること。 



様式第１０号 
第   号 
年 月 日 

 
         殿 
 
 

茨城県〇〇部（局）〇〇課長  印 
 

低入札調査表等の提出について 
 

   年 月 日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた〇
〇〇〇〇工事について、先に調査を実施した者を落札者としないことに決定し
ました。ついては、貴社の入札した入札価格が、調査基準価格を下回っていま
すので、下記により書類を作成し、 年 月 日までに提出して下さい。 
 

記 
 
１ 提出資料 
 下記（１）、（２）のいずれかの書類を提出して下さい。 
（１）低入札調査表（様式第２号）及び当該様式に示す以下の添付資料 

ア  低入札価格調査用工事費内訳書（様式第２－１号） 

イ 手持ち工事の状況（様式第２－２号） 

ウ 手持ち資材の状況（様式第２－３号） 

エ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（様式第２－４号） 

オ  手持機械及び手持設備の状況（様式第２－５号） 

カ 労務者の具体的供給見通し（様式第２－６号） 

キ  安全対策の計画（様式第２－７号） 

ク 技術者等の配置計画（様式第２－８号） 

ケ  過去に施工した公共工事の成績（様式第２－９号） 

コ 建設副産物の搬出予定の状況（様式第２－10 号） 

サ 下請予定業者名及び予定下請金額（様式第２－11 号） 

シ 事業報告書等（最新の事業報告書の写し） 

その他特別な理由により、市場価格より低い価格で当該工事が施工できる理由 

 

 （２）低入札価格調査辞退届出（様式第１－２号） 
 
２ 留意事項 
 （１）低入札調査表を提出した場合 
   後日、事情聴取を行います。事情聴取の日時、場所等は別途お知らせし

ます。 
 （２）低入札価格調査辞退届出を提出した場合 
   低入札価格調査を終了します（入札は無効となります。）。 
   なお、本届出の提出により無効となった場合でも、不利益な取り扱いを

受けることはありません。 
 

 

 

 



様式第１２号 

第      号 

年  月  日 

 

 

         殿 

 

 

茨城県土木部○○課（所）長 

 

 

                       入 札 結 果 通 知 書 

 

 

   年 月 日に入札を執行し開札の結果、落札の決定を保留していた下記の工事につ

いて、調査の結果、契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認め、貴殿を落札者

に決定しないこととなったので、通知します。 

 

 

                                   記 

 

１ 工事番号 

 

 

 

２ 工事名 

 

 

 

 

３ 理由 


